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 『抜本的な事業再生に対して支援を受けたい』 
 

「第二会社方式」による事業再生に関する支援 
 

 

 

 

 

 
※第二会社方式とは、過剰債務等により財務状況が悪化している中小企業の収益性のある事業を会社分割や事

業譲渡により切り離し、他の事業者（第二会社）に承継させ、また不採算部門は旧会社に残し、その後、旧会社

は特別清算等を行う事業再生手法です。 

 
対象となる方  
過大な債務を抱えていること等により財務状況が悪化し、事業の継続が困難となっているものの、収

益性のある事業を有している中小企業。 
 
支援内容  
（１） 営業上必要な許認可等を承継 

第二会社が営業上の許認可を再取得する必要がある場合には、旧会社が保有していた事業に係る許認
   可を第二会社が承継できます。 

◆承継の対象となる許認可： 
旅館営業の許可、一般建設業の許可・特定建設業の許可、一般旅客自動車運送事業の許可＜バ
ス・タクシー＞ 、一般貨物自動車運送事業の許可＜トラック＞、火薬類の製造の許可・火薬類の販売
営業の許可、一般ガス事業の許可・簡易ガス事業の許可、熱供給事業の許可  
※この他食品衛生法、酒税法、自然公園法の許認可申請が円滑になります。  
                         

（２）金融支援 
第二会社が必要とする事業を取得するための対価や設備資金など新規の資金調達が必要な場合、以

下の金融支援を受けられます。 
① 日本政策金融公庫の特別融資  

設備資金及び運転資金について長期固定金利で融資が受けられます。（132頁参照） 
② 信用保証の特例（第二会社が新設会社の場合は除く。）  

普通保険、無担保保険、特別小口保険に同額の別枠を設けることができます。（263頁参照） 
③ 中小企業投資育成株式会社法の特例  

設立の際に発行される株式の引き受けなどの支援を受けられます。（85頁参照） 
上記①から③の支援を受けるためには各関係機関等による別途審査が必要になります。  

 
※第二会社を設立した場合等の登記に係る登録免許税、第二会社に不動産を移転した場合に課さ

れる登録免許税の軽減措置については、平成２８年３月３１日をもって終了しました。 
 
 
 
ご利用方法 
 下記のお問い合わせ先まで、ご相談ください。 

 中小企業の事業再生の円滑化を目的として、「第二会社方式（※）」により再生を図る中小企

業を支援します。 
産業競争力強化法に基づき「中小企業承継事業再生計画」の認定を受けると、営業上必要

な許認可等を承継できる特例や、金融支援を活用することができます。 

お問い合わせ先 
 ・各経済産業局 中小企業課等（巻末お問い合わせ先一覧参照） 
 ・各都道府県に設置された中小企業再生支援協議会及び（独）中小企業基盤整備機構に  

設置された中小企業再生支援全国本部（巻末お問い合わせ先一覧参照） 
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